
拡大するフリーランスの現状 

 デジタル化の進展により、事業組織のフ

ラット化やネットワーク化が進み、インタ

ーネットを介し個別にサービスを提供でき

るビジネスモデルが拡大しました。また、

特定の企業や時間、場所等に縛られない自

由な働き方を選択する人も増加しています。

さらに国もフリーランスを始めとする「雇

用関係によらない働き方（多様な働き方）」

を成長戦略の１つとして推進しています。 

 一方でフリーランスを雇用関係で働く労

働者と比較すると、各種労働法や社会保険

法等による保護が十分ではなく、フリーラ

ンスの現状は必ずしも安心して働ける環境

になっていません。そこで国はフリーラン

スガイドライン（フリーランスとして安心

して働ける環境を整備するためのガイドラ

イン）を策定しました。 

フリーランスガイドライン 

 フリーランスガイドラインは2020年7月

の成長戦略実行計画の閣議決定を受け2021

年 3月に策定されました。また同ガイドラ

インは内閣官房・公正取引委員会・中小企

業庁（経済産業省）・厚生労働省の連名で策

定されていることから、フリーランスの保

護の問題は多岐にわたることがわかります。 

フリーランスガイドラインの基本的考え方 

 フリーランスガイドラインで定義される

フリーランスとは「実店舗がなく、雇人も

いない自営業者や一人社長であって、自身

の経験や知識、スキルを活用して収入を得

る者」とされています。これらフリーラン

スについて一義的には独占禁止法又は下請

法で保護することを予定しています。一般

的にフリーランスは交渉力などの格差から

一方的に不利な条件の契約になりやすい面

があり、発注業者が不当な契約で不利益を

与えれば、フリーランスが競争相手との関

係でも不利になり、公正かつ自由な競争を

促進することを目的とする独占禁止法やそ

の補完を目的とする下請法に抵触すること

になります。そこでフリーランスとの取引

には独占禁止法や下請法の規制により、フ

リーランスが安心して取引ができる環境づ

くりをすることになります。 

フリーランスと労働法の関係 

 一義的には独占禁止法や下請法で保護さ

れるフリーランスですが、請負契約等の名

目でも、実態が雇用契約であると認められ

る場合には、実態の労働者性に着目し、労

働法による保護が優先されます。 
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